
 

○市原市小中学校児童生徒フリースクール利用料補助金交付要綱 

令和７年４月１日 

告示第118号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市原市内の不登校児童生徒一人一人の状況に応じた教育機会を確保

し、将来社会的自立ができるよう支援することを目的として、フリースクール利用料に

ついて、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、市原市補助金等交付規則（昭和

38年市原市規則第39号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 不登校児童生徒 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等

に関する法律（平成28年法律第105号）第２条第３号に規定する不登校児童生徒をい

う。 

(2) 保護者 学校教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護者をいう。 

(3) フリースクール 民間団体が経営する不登校児童生徒に対する支援を主たる目的と

した有償の施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市原市立小学校

又は市原市立中学校に在籍し、フリースクールを利用する不登校児童生徒の保護者とす

る。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、不登校児童

生徒がフリースクールを利用する対価として支払われる費用として、補助対象者が現に

フリースクールに支払ったものとする。 

２ 前項の補助対象経費は、月額により算定する。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の額とし、補助対象不登校児童生徒ごとに、月額

20,000円を上限とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、市原市小中学校児童生徒フリースクール利



 

用料補助金交付申請書（別記第１号様式）に市原市小中学校児童生徒フリースクール利

用料補助金に係る確認書（別記第２号様式）及び市長が別に定める書類等を添えて市長

に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、補助金交

付の可否を決定し、市原市小中学校児童生徒フリースクール利用料補助金交付可否決定

通知書（別記第３号様式。以下「交付決定通知書」という。）により、当該申請者に通

知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により審査をする際、不登校児童生徒が利用するフリースクール

について、次に掲げる要件に該当するかどうか審査するものとする。 

(1) 学校の課業時間内に不登校児童生徒に対し学習支援又は居場所の提供を行うこと。 

(2) 不登校児童生徒の状況及び指導経過を保護者に対し共有し、連携し、及び協力関係

を構築することができること。 

(3) 不登校児童生徒が在籍する学校及び教育委員会と連携するとともに、視察に適宜応

じること。 

(4) 不登校児童生徒に対する支援を主たる目的としていること。 

(5) 不登校児童生徒が在籍する学校において、施設での活動を校長が指導要録上の「出

席扱い」としていること。 

(6) 保護者等に対して、ホームページ等を通じて運営状況や料金体系を明らかにするな

ど適切に情報提供を行っていること。 

(7) 施設運営者の親族（民法（明治29年法律第89号）第725条に規定する者をいう。）

のみを利用対象としていないこと。 

(8) 政治活動又は宗教活動を主たる目的として活動していないこと。 

(9) 施設の運営主体が暴力団（市原市暴力団排除条例（平成23年市原市条例第13号。以

下「暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でな

いこと。 

(10) 施設の運営主体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力

団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規

定する暴力団員等をいう。）に該当する者がいないこと。 

(11) 本事業に必要な範囲で、市のヒアリングや現地確認を承諾すること。 

（補助対象期間） 



 

第８条 補助金交付の対象となる期間は、第６条の規定により申請した日（以下「申請

日」という。）の属する月の１日から申請日の属する年度の末日までとする。 

（申請内容の変更等） 

第９条 第７条の規定により補助金交付の決定を受けた補助対象者（以下「補助決定者」

という。）は、第６条の規定による申請の内容について変更が生じたときは、市原市小

中学校児童生徒フリースクール利用料補助金変更交付申請書（別記第４号様式）に必要

な書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更の可否を決

定し、交付決定通知書の記載事項に変更があるときは、補助決定者に通知するものとす

る。 

３ 補助決定者は、第３条に規定する者に該当しなくなったときは、市原市小中学校児童

生徒フリースクール利用料補助金廃止届（別記第５号様式）により市長に届け出なけれ

ばならない。 

（実績報告及び補助金の請求） 

第10条 補助決定者は、交付決定を受けた補助対象期間末日の翌月12日又は当該補助対象

期間の属する年度の末日のいずれか早い日までに市原市小中学校児童生徒フリースクー

ル利用料補助金実績報告書兼補助金交付請求書（別記第６号様式）に市長が別に定める

書類を添えて、実績を報告しなければならない。ただし、交付決定を受けた補助対象期

間を次の各号に掲げるフリースクール利用月の区分に従い分けて実績を報告する場合

は、当該各号に定める日とすることができる。 

(1) ４月から６月利用分にあっては、７月12日 

(2) ７月から９月利用分にあっては、10月12日 

(3) 10月から12月利用分にあっては、１月12日 

(4) １月から３月利用分にあっては、３月31日 

（補助金の交付確定） 

第11条 市長は、前条の規定により報告があったときは、その内容を審査し、交付すべき

補助金の額を確定し、市原市小中学校児童生徒フリースクール利用料補助金交付確定通

知書（別記第７号様式）により補助決定者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により確定した補助金について、補助決定者があらかじめ指定し

た金融機関の口座に振り込む方法により交付するものとする。 

（補助金交付決定の取消し） 



 

第12条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金交付決定を受けたとき。 

(2) この要綱の定めに違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当であると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金交付の決定を取り消したときは、市原市小中学校児

童生徒フリースクール利用料補助金交付決定取消通知書（別記第８号様式）により、補

助決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第13条 市長は、前条の規定により補助金交付の決定を取り消した場合において、当該取

消しに係る部分について、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて返還を命

ずるものとする。 

（委任） 

第14条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和７年６月６日告示第195号） 

この告示は、公示の日から施行する。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

別記第１号様式（第６条） 

第２号様式（第６条） 

第３号様式（第７条第１項） 

（令７告示195・一部改正） 

第４号様式（第９条第１項） 

第５号様式（第９条第３項） 

第６号様式（第10条） 

第７号様式（第11条第１項） 

第８号様式（第12条第２項） 

 


